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要旨
　本研究ではまず、食育に関する多くの資格や講座が存在して、食育への関心が高まっ
ている現状を述べた。次に、食育推進基本計画の数値目標や食育推進のための栄養教
諭の配置について述べた。次に、子どもの朝食をめぐる現状について資料を分析し、
子どもよりも大人の方が朝食の欠食が多いことを指摘した。さらに、早寝早起き朝ご
はん運動について個人の自由の問題から考察した。さらに、朝食は有害だとする説、
朝食は有害だとする根拠、朝食は成績を上げるという説を支持するデータ、朝食が有
益な根拠、などについて考察した。最後に、子どもにとっての朝食の意義・必要性を
述べた。
キーワード：食育、発達、親、子育て、朝食
1．はじめに
　近年、食育という用語が広く普及してきている。多くの人々が食育という用語を知
り、食育に関心を示すようになっている。
子育てをしている家族にとっても、子どもの食育には関心があると思われる。そし
て食育に関するもののなかでも、朝食の重要性については特に注目されてきた。そこ
で本研究でも朝食について考察したい。
　幼児期や児童期の朝食は、保育所・幼稚園や小学校での午前中の活動のエネルギー
となるものであり、その意味でも重要である。乳幼児の場合は、一度に必要な栄養を
摂りきることができないので、食事を分散させることにより、必要な量の栄養摂取を
可能にしているものであり、欠食することができない。通学・通園している子どもた
ちにとって、少なくとも園や学校のある日は早く起きて朝食を食べるという生活習慣
が必要だと思われる。朝食は生活習慣の確立にも役立ち、生活リズムを整えることに
一27一
つながっていく。そういう意味で子育て家庭において朝食は大切なものであろう。
2．資格・講座にみられる食育への関心の高まリ
　食育への関心の高まりを示すものとして、例えば、多くの食育資格、食育講座、養
成講座（通信講座を含む）の存在が挙げられる。その一例を以下に挙げた。（以下の記述
は、各法人・協会・機関等のホームページを引用したもの。）
・食育インストラクター（服部幸雁）（認定者・認定機関：内閣府認証　NPO日本食
育インストラクター協会）。食育インストラクターとは、「正しい食育を指導できる
人材」のこと。「この法人は、全ての人々に対して、食育基本法の理念に基づき食育
を通じ生涯にわたって健全な心身を培い豊かな人間性を育むことを図るため、人々
が健康で安心な食生活を営む為に広く社会に役立つ「食育インストラクター」を育成
する事業を行い、食育の推進に関する活動をもって、健全な食生活の向上による健
康増進に寄与することを目的とする。」
・食育アドバイザー（認定者・認定機関：内閣府認証特定非営利活動法人日本能
力開発推進協会（JADP））「正しい食の基礎知識を持つ食育のスペシャリストを育成
し、食を通したコミュニケーション能力の程度を審査し、証明することにより、職
業能力の向上と社会的経済的地位の向上に資することを目的とします。」
・食育アドバイザー（認定者・認定機関：財団法人　日本食生活協会）食育アドバイ
ザーは、「子どもから高齢者までが健全な食生活を実践することのできる健康で質
の高い社会を目指し、幅広く食育活動を提供するとともに、地産地消の推進と郷
土料理の継承に取り組みます。」
・みやぎ食育アドバイザー（認定者・認定機関：宮城県健康推進課）みやぎ食育アド
バイザーは、「地域や各団体等からの要請により、深い学識や見識、専門的な知識に
基づき講演会や研修会等における講師や市町村食育推進計画の作成、事業推進に対
する助言などの活動を行います。」
・食育デザイナー（認定者・認定機関：日本食文化環境研究所）「日本人の健康を支え
てきた伝統食の価値を、今こそ十分に発揮すべき時代です。その価値を再認識する
ことで、健康な体と健全な精神を取り戻せるでしょう。現代にマッチした本当の意
味での豊かな生活を目指し行動する人材、それが食育デザイナーです。」
・食育マイスター（認定者・認定機関：日本野菜ソムリエ協会）。「食に興味を持ち楽
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しむことができて、日常生活で食育を実践できる人材」
・食育ソムリエ（認定者・認定機関：JA総合研究所）。食育ソムリエ養成講座は、
「ファーマーズマーケットや直売所で働く従業員・パートの皆さま方を主な対象
として、「生産者と消費者を結ぶコーディネーター」を養成する通信教育講座です。
生産者に消費者のニーズを伝え、消費者に生産者の思いを伝え、地場食材を使っ
た健康的で豊かな食生活を提案することによって、生産者と消費者の相互理解を
深めるとともに、ファーマーズマーケットや直売所の魅力をさらに高めることを
めざします。」
・食育指導士（認定者・認定機関：NPO法人日本食育協会）。「「食と健康」に関する正
しい知識を身につけ、子どもから高齢者まで食育を啓蒙普及できる人材」。
・食生活アドバイザー（一般社団法人FLAネットワーク協会の認定）。「「食べる」を
「生活」の視点で考えることが「食生活アドバイザー」の仕事です。」
　このように、食育の資格や講座が多種多様に増えてきており、似た名称のものも多
い。民間だけではなく、地方自治体が行っているものもある。このような現象は食育
に関心を示す人が多くなってきたためだと考えられる。
　ただしこれらの食育講座・食育資格は、子どものためのものとは限らない。これら
は子どもへの指導者向けのものもあれば、そうではないものもある。
　そもそも食育という用語の意味は多様である。林（2008，2009）などにみられるよう
に、食育の意味する範囲は幅広く、食生活の改善や朝食を食べようという食育もまた
そのひとつにすぎない。食育基本法によれば、日本国民の生活全体を見直そうという
ものが食育である。食育基本法は、食育はあらゆる世代の国民に必要なもの、と述べ
た上で、子どもたちに対する食育の重要性を述べている。また、人々の食生活や伝統
の継承などについても述べている。また、子どもたちの保育・教育に携わる者や関係
者にとっては、食育は取り組むべき課題とされている。詳しくは、食育基本法を参照
すべきであるが、この法律は食のための教育の理念・理想、目的、重要性を包括的、
総合的に述べたものといえる。この法律の具体的な実施計画が次に述べる食育推進基
本計画である。
3．食育推進基本計画における数値目標
食育基本法（平成17年）に基づいて、食育推進基本計画が作成された。これは平成18
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年から22年までの5力年計画で、食育の普及を図ろうという具体的なものである。（以
下の資料は内閣府の食育推進のホームページ（共生社会政策統括官）を参照した。）
　ここでは数値目標が設定されている。たとえば朝食を欠食する国民の数は、基本計
画策定時の値は、子ども4．1％、20代男性29．5％、30代男性23．0％（資料は、児童生徒
の食生活等実態調査（平成12年度）独立行政法人日本スポーッ振興センター、および
国民健康・栄養調査（平成15年）　厚生労働省）であり、目標値（平成22年度）は子ども
0％、20代男性15％以下、30代男性15％以下、としている。ここで20代男性が29、5％
と高いのは、欠食しがちな大学生や独身社会人が多いためかもしれない。しかし現状
値（平成21年3月現在）をみると、20代男性2＆6％、30代男性30．2％（国民健康・栄養調
査（平成19年）厚生労働省）となり、逆転している。これは調査データの違いによる
ものかもしれない。
　また食育に関心のある国民の割合は、基本計画策定時の値は、69．8％（食育に関す
る特別世論調査（平成17年7月）　内閣府）であり、目標値（平成22年度）は90％以上とし
ている。このように、国民の食育に対する関心は非常に高く、また食育に対する意識
を広げようという動き・活動があり、食育に関する資格や講座が広がる理由が伺われ
る。
4．食育推進のための栄養教諭の配置
　学校において食育を推進するために、栄養教諭の制度が平成17年4月に開始された。
文部科学省によれば、「学校において食育を推進するためには、指導体制の整備が不可
欠です。平成17年4月に制度が開始された栄養教諭は、各学校における指導体制の要
として食育の推進において重要な役割を担います。平成18年3月31日に政府の食育推
進会議において決定された食育推進基本計画では、全都道府県における栄養教諭の早
期の配置を求めています。栄養教諭の配置が進むことにより、各学校において、栄養
教諭を中心として食に関する指導に係る全体計画が作成されることや教諭等により、
体系的・継続的な学校全体の取組となることが期待されます」とある。（以上、文部科
学省のホームページより）
　栄養教諭は、学校の教員という位置づけであり、大きな意義があるものであるが、
これまでの取組みや、家庭科の教員や、養護教諭や、給食を担当する職員との関係が
わかりにくいというのが実感ではないだろうか。
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5．子どもの朝食をめぐる現状
　一方、文部科学省が子どもの食生活を取り巻く状況として提示したホームページ
上の資料では、児童生徒の朝食欠食状況は、小学生と中学生ともに、「必ず食べる」が
80％以上、「1週間に2～3回食べないことがある」が9．8％一一13．0％、「1週間に4～5
回食べない」が1．1％一一1．8％、「ほとんど食べない」が28％一一5．8％である（平成17年度児
童生徒の食生活等実態調査、独立行政法人日本スポーッ振興センター）。
　このように、子どもが朝食を欠食している割合は20～30代男性に比べてかなり低い
といえる。小中学生の8割以上が毎日朝食を食べている。1週間に2～3回食べない
ことがある小中学生が1割前後であるが、1週間のうち、何曜日に食べないのであろ
うか。このデータからはわからないが、土曜日や日曜日・休日など学校へ行かない日
に食べないということであれば、その日の学校での活動には支障はないだろう。園や
学校に通うには朝食の必要性があるが、朝食を食べる動機のひとつとして親や学校か
らの働きかけがあると思われる。また子どもの頃は朝食の欠食は少ないが、大人にな
ると欠食する人が増えてくる、ということである。そうだとすれば、朝食の推進には
大人への働きかけの方が効果的かもしれない。
　また、文部科学省が子どもの食生活を取り巻く状況としてホームページで提示した
資料の中で気になるのが、子ども（未就学児から中学生）だけで食べる孤食の増加（平
成5年国民栄養調査）である。「子どもが食事の時に誰と食べているか」について、子ど
もだけで食べるという回答が、昭和57年から平成5年にかけて、22．7％から31．4％に増
加している。
　つまり、子どもは朝食を食べているが、家族そろってではなく子どもたちだけで食
べている状況が増えている、という可能性がある。子どもの朝食をめぐる現状として
浮かび上がってきたのは、朝食を食べたかどうかということではなく、朝食として何
を、誰と、どのように食べているか、ということかもしれない。
6．早寝早起き朝ごはん運動
　朝食の問題に関連する活動として、文部科学省の「早寝早起き朝ごはん」国民運動の
推進がある。文部科学省によれば、「家庭における食事や睡眠などの乱れは、個々の家
庭や子どもの問題として見過ごすことなく、社会全体の問題として地域による、一丸
となった取り組みが重要な課題となっています。（改行）このため、平成18年4月24日
には、本運動に賛同する百を超える個人や団体（PTA、子ども会、青少年団体、スポー
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ッ団体、文化関係団体、読書・食育推進団体、経済界等）など、幅広い関係者にご参
加いただき、「早寝早起き朝ごはん」全国協議会が設立されたところです。」となってい
る。（以上、文部科学省のホームページより）
　具体的には、「子どもの生活リズム向上のための調査研究」事業を行ったり、「子ども
の生活リズム向上のための全国フォーラム」を各地で開催したりしている。また「早ね
早おき朝ごはん」というホームページを開設して、コンテストの作品を公表したり、
コミュニティサイトを作ったりしている。ほかにも様々な活動を行っている。
　また「早寝早起き朝ごはん」全国協議会では、研究事業と普及啓発事業の2つを行っ
ている。この全国協議会は、文部科学省との官民連携を図るものであり、文部科学省
が行っている「子どもの生活リズムプロジェクト」と連携していくものである。官民が
一体となることにより、社会の仕組みが変わることをゴール（最終的な目標）としてい
る。
　こうした「早寝早起き朝ごはん」の活動は最近の子どもの基本的生活習慣を正そうと
いうものである。この生活習慣の改善は、保育・教育のいずれの現場においても、以
前から言われてきたものであるし、日常的に取り組まれているものである。また様々
な方法でこれまでも取り組まれてきているであろうし、今後も取り組まれるべきもの
である。しかし最近の子どもの生活習慣の状況はひどく乱れているという理由から、
これを行っている。どのような成果が得られたのかは今後確認したいところである。
　一方、この活動・事業を憲法違反とする意見がある。「国民教育文化総合研究所」は、
個人の生き方、個人の価値の問題で、憲法が保障する自由に反している、という趣旨
の意見を掲載している。また、全国一斉に、すべての人に、健康的で正しそうな生活
の仕方が示されて、強要される、という危険性を警告する意見を掲載している。（以上
国民教育文化総合研究所のホームページより）
　たしかに、朝ごはんを食べて健康に生活できる人が多い一方で、朝ごはんを食べな
くても健康に生活できる人もいるかもしれない。そういう少数の人々にまで朝ごはん
を「強要」に近い形で勧告するとすれば、疑問が残る。そこで次に、朝食の有害性につ
いて述べる。
7．朝食は有害だとする説
　では、朝食は有益だとする主張がある一方で、朝食は有害だとする主張もある。な
ぜ朝食は有益だったり、有害だったりするのか。まずここでは、朝食は有害だとする
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説の文献をいくつか挙げてみる。
・「朝食有害説」渡辺正著、情報センター出版局、1999年
・「朝食を抜くと、病気が治る」甲田光雄著、マキノ出版、2005年
・「朝食を抜くと、なぜ健康になるのか？」松井二郎著、サンマーク出版、2009年
　このように、朝食を有害とする説として、西式健康法（医師、西勝造氏による）とそ
れを発展させた甲田式の説があった。これらは、大人の健康法の観点からの説である。
つまり子どもの問題を主としては扱っていない。
8．朝食は有害だとする根拠
　次に、なぜ朝食は有害なのか。朝食は有害だとする説がその根拠としている主張の
内容をまとめてみる。
・鎌倉時代以前など、もともと日本人は1日2食だった（歴史的な根拠）
・午前中は身体にとって排泄のための時間であり、食べることにより消化・吸収する
必要が生じて、排泄が阻害される（身体的な根拠）
・食べると身体は消化・吸収のために、静かに休む（眠る）必要が生じる（身体的な根
拠）
・食べると精神活動も鈍くなる（身体的な根拠）
・朝食をとると、内臓を休めるための時間が短くなり、内臓への負担が大きくな
る（身体的な根拠）
・現代人は概して過食傾向にあり、食べるカロリーを減らしたほうがよい（生活習慣
的な根拠）
　以上のように、歴史的・文化的な根拠と身体的な根拠が存在している。特に、歴史
的・文化的には、朝食という生活習慣は日本に大昔からあったわけではない、という
点には注目する必要があるかもしれない。また身体的な根拠も納得する点があるよう
に思える。昼食後の授業では眠くなる、ことがしばしばある。一方で朝食後に眠くな
らないのは、出かけなければならないという気持ちの引き締まりの他に、食べる量が
少ないということがあるからであろうか。
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9．朝食は子どもの成績を上げるという説を支持する調査データ
　ー方で、子どもが朝食を食べると成績が向上するという主張があり、これを支持す
るかのような、朝食を食べている子どもは学校での成績が高いという調査結果がある。
たとえば、次のようなものがある。
・2005年、東京都教育委員会が調査して、朝食を食べる生徒は食べない生徒よりテス
　トの正答率が高い、という結果を得た。
・2008年、文部科学省が、「全国学力・学習状況調査（全国学力テスト）」において、朝
食を食べる子どもほど、テストの成績が高い、という結果を得た。
　これらは、大人の健康法のものとは違い、子どもに対する大規模な調査データであ
り、子どもの問題を考える上ではより参考になると考えられる。
　ただし、これらはあくまでも、相関関係が証明されたに過ぎず、原因と結果という
因果関係まで示されたとみなすのは現段階では早計である。家庭状況・環境などのそ
の他の原因となるものがあるかどうかも検証する必要があるからである。また、朝食
を食べている子どもはかなり多いという調査結果があり、朝食を食べている子どもの
方が圧倒的に多いわけだから、成績との比較がどれほどの意味があるのかについては、
慎重に考えるべきだろう。
10．朝食が有益な根拠
　では、朝食を食べることが高い成績に結びつく根拠（因果関係の理由）として、しば
しば挙げられているものをまとめると、次のようになる。
・1日の活動エネルギーが得られるから。
・脳は糖分が必要で、欠乏すると知的な活動が十分できない。
・たんぱく質をとることにより、体温が上昇して、身体が活動に適する状態になる。
　先で述べた根拠と同じように考えると、これらは、すべて身体的な根拠といえる。
現代の科学的進歩により、身体的な機能・現象が明らかにされた結果として現れた根
拠のように思える。一方、歴史的・文化的な根拠はみつけられなかった。1日3食を
食べるという習慣は日本人の歴史の中では比較的新しいものだからかもしれない。
■
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　しかし、理論的な根拠はともかく、日常的かつ実践的に考えると、子どもの学校生
活にとって、朝食は必要な場合が多いだろうと思われる。
　ここでの結論としては、以上の資料より考えて、子どもの園生活や学校での学習活
動にとって、朝食は必要だろう、としておきたい。そして大人の朝食の是非とは別に
考えた方がよいと思われる。
　では、どの程度、具体的に朝食を食べればよいのか、という問題が出てくる。学校
では給食が出されるので、給食を食べるまでの午前中の活動ができること、午前中の
授業に支障がでない程度に食べる、ということになるのではないか。
11．子どもにとっての朝食の意義と必要性
　子どもの発達に関して言えば、一度に多くを食べられない乳幼児には食事を分散さ
せて、おやつなども大切な食事の一つとして、栄養を確保することが考えられてきた。
従って、乳児においては栄養の確保の面においても朝食は大切ということになる。
　いくつかの調査においても、朝ごはんを食べる子どもは成績が良いという結果もで
ている。（ただしあくまで相関関係を証明しただけである。家庭環境が良いので成績が
良い、ということかもしれない。）
　少なくとも、園や学校へ行く日は午前中に空腹にならない程度の朝ごはんが必要だ
と考えられる。子どもは学校へ行くという生活のために早寝早起き朝ごはんの習慣が
必要なのである。
　また先に見た調査データによれば、9割前後の小中学生が1週間に4～5回朝食を
食べている、という現実がある。
　また親にとっては、子どもがごはんを食べれば、一緒に食べることも多くなるだろ
う。朝食は子どもだけでなく、家族全員の生活習慣に影響を与えることになるもので
ある。
　子どもにとっては、保育園・幼稚園・学校などへ行く平日には、午前中の活動エネ
ルギーを得るために、朝食が必要である。つまり、給食・弁当を食べる前の午前の時
に、空腹で学習や活動に支障がでないようにするためには、朝食が必要であると考え
られる。
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